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Abstract 
The well-being of workers has a significant impact on quality of products, provided services, and customer satisfaction. 
Medical institutions are no exception to this rule. The goal of medical institutions is to provide the best possible 
medical care to patients. To realize this goal, however, medical professionals’ own well-being is essential. 
Unfortunately, various stressors in the medical field negatively affect their well-being, such as excessive workloads, 
long working hours, difficulty in dealing with patients and their families, and conflicting relationships among medical 
professionals in different areas. In addition to these regular stressors, the impact of the COVID-19 pandemic has 
been significant, with severe burnout experienced among medical professionals. Work resources such as 
organizational communication play a key role in alleviating work stressors and increasing motivation. This paper 
discusses the importance of organizational communication in the medical field, using the job demands–resources 
model, which is one of the most frequently used models in the field of occupational health psychology. 

 
 

要旨 

労働者の well-being は、提供される商品やサービスの質、さらには顧客満足度に大きな影響を与える。医療機関も例

外ではない。患者に対する最善の医療の提供が医療機関の目標であるが、その実現には医療者自身の well-being が良好

であることが必要とされる。しかし医療現場には過大な業務量、長時間労働、患者やその家族への対応の難しさ、職種

の異なる医療者間での関係性など、様々なストレッサーが存在し、それらは医療者の well-being にネガティブな影響を

与える。こうした定常のストレッサーに加え、今回の COVID-19 の感染拡大による影響は大きく、医療者のバーンアウ

ト（燃え尽き症候群）の深刻さも報告されている。仕事のストレッサーを緩和し、モチベーションを高める要因として

重要な役割を果たすのが「仕事の資源」であり、組織のコミュニケーションもその一つとして位置付けられる。本稿で

は、産業保健心理学の分野における代表的なモデルの一つである Job Demands-Resources Model（JD-R モデル）を用い、

医療現場における組織コミュニケーションの重要性について議論する。 
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1. 序文 
医療者の心理的ストレスは他の職業に従事する労働者

よりも高いことが報告されている 1,2)。ストレスの要因

は多様であり、過大な仕事負荷、仕事のプレッシャー、

長時間労働、患者や家族からの不満への対応、不十分な

教育機会、仕事の裁量の欠如、意志決定への参加度の低

さ、ソーシャルサポ―トの不足、ハラスメント、仕事と

家庭の両立葛藤、などが挙げられる 3,4)、これらはバー

ンアウト、抑うつ、不安、睡眠障害などを引き起こす 5,6)。

医療者のバーンアウトは以前より問題であったが、

COVID-19 感染拡大により、さらに深刻になっている。

COVID-19 感染拡大下における医療従事者の精神症状の

頻度を検討したメタ分析では医療者の 28%がバーンアウ

ト症状を有していることが報告されている 7)。バーンア

ウトとは、日本度では燃え尽き症候群として訳され、「仕

事に関連する疲労で，極度の疲労、認知および感情の制

御の困難，仕事に対して精神的な距離をとるという特徴

がある。これらに加え，抑うつ気分と非特異的な精神的，
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身体的不調が伴う」と定義される 8)。バーンアウトを含

め、仕事関係の well-being（職務満足、ワーカホリック、

ワークエンゲイジメントなど）の規定要因およびアウト

カムとの関係をモデル化したものが、 Job Demands-
Resources Model（以下 JD-R モデル）である 9)。これは、

Karasek (1979)による Job Demands-Control model（以下、

JD-C モデル）10)を発展させたものである。 
 

2. 労働者の well-being の研究枠組み：JD-R モデル 
職業性ストレス研究で最もよく知られた研究枠組みの

一つが JD-C モデルであり、Karasek が 1979 年に提唱し

た。JD-C モデルでは、労働者のストレスは仕事の要求度

（job demands）と裁量度(job control)によって規定される。

仕事の要求度とは、主に仕事の量的負担および時間的プ

レッシャーを指し、裁量度は仕事の進め方やスケジュー

ルを自分で決められるということを意味する。仕事の要

求度が高く、裁量度が低い場合にストレスが高い状態に

なる 10。その後、JD-C モデルには、緩衝要因として職場

のソーシャルサポートが加えられている。 
JD-C モデルはシンプルでわかりやすい反面、ごく限ら

れたストレス要因を想定しており、このモデルに当ては

まらない仕事内容もある。例えば、現代の仕事の多くを

占めるサービス業では、感情労働がストレス要因になる

が、JD-C モデルにはこれは含まれていない。また、上司

の仕事に対するフィードバックの欠如などもストレス要

因となる 11)。このように JD-C モデルでは説明が出来な

いストレス要因を含め、様々な仕事に適用できるように

枠組みを広げたのが JD-R モデルである。 
JD-R モデルでは、ストレスおよびモチベーションの規

定要因には、Job demands（以下、仕事の要求度）と Job 
resources（以下、仕事の資源）の 2 つがあるとされる。慢

性的に仕事の要求度が高い状態では、心理的、身体的な

資源が低減し、疲弊状態をもたらされ、それが労働者の

健康問題を引き起こす（health impairment process）。一方、

資源は意欲の源泉であり、高いエンゲイジメントやパフ

ォーマンスなど、労働者のモチベーションに寄与する

（motivation process）。また、資源は業務負荷によって引

き起こされる健康へのネガティブな影響を緩衝する働き

も持つ。 
図 1．JD-R モデル 
（Bakker and Demerouti, 20119 より作成） 

JD-R モデルにおける仕事の要求度には、仕事の量的負

荷や時間的プレッシャーだけでなく、要求の多い顧客と

のやりとりなどの感情労働、身体的負荷量、職場環境の

悪さなども含まれる。一方、仕事の資源には、仕事の裁

量度、業務の明確さ、学習の機会など業務に関するもの、

職場のサポート、リーダーシップ、職場風土、意思決定

プロセスへの参加など、職場の社会的関係に関するもの、

そして給与や雇用の安定、キャリア開発の機会など組織

構造に関するものがある。またパーソナリティや組織に

おける自己効力感など、個人の資源も存在する 9。この

うち職場の社会的関係の資源は、組織のコミュニケーシ

ョンに関することであると言い換えられよう。 
 
3．労働者の well-being を支える組織コミュニケーション 

組織コミュニケーションは世界保健機関（WHO）や米

国心理学会（APA）が提唱する「健康職場」においても

その重要性が指摘されている。健康職場とは、労働者の

well-being と組織の生産性が両立する職場を指す 12,13)。
米国心理学会が提唱する健康職場モデルには「健康・安

全」「ワークライフバランス」「意思決定プロセスへの参

加」「成長・能力開発」「公正な評価」という５つの構成

要素が示されており、これらを実現させるキーとなるの

が組織のコミュニケーションで、経営者と労働者の双方

向のコミュニケーションや、労働者間の水平なコミュニ

ケーションなど、あらゆる方向で展開されるものである

14)。そして健康職場は、労働者の well-being(心身の健康、

モチベーション、コミットメント、仕事への満足度、ス

トレス等)と組織の生産性（離職・欠勤、競争力、生産性、

コストの削減、製品・サービスの質、顧客満足度等）の

両者に良い影響をもたらす 12)。 
 組織コミュニケーションは、組織のメンバー間で様々

な形式やチャネルを通して行われる情報や意見のやり取

りとされ 15)、多様な概念を含む。例えば Glaser ら(1987)
は、コミュニケーションの良好な職場について、6 つの

下位概念からなる尺度、Organizational Culture Scale を開

発している16)。この尺度を踏まえてSakakibara et al(2014)
は、日本の職場にも当てはまる項目を抽出して日本語化

し、コミュニケーションの良好な職場風土を測定する尺

度として、6 つの下位概念と 20 項目から構成される参加

的組織風土尺度を作成した 17)。表 1 に参加的組織風土

尺度の下位項目および当該概念の内容を示す。 
この参加的組織風土尺度を用い、一般企業に勤務する

ホワイトカラー正社員を対象に、組織のコミュニケーシ

ョンの良好さと well-being の関連性について、JD-R モデ

ルを枠組みとして検討した。その結果、参加的組織風土

の得点の高さ、すなわち組織でのコミュニケーションの

良好さは、蓄積疲労や抑うつと負の、ワークモチベーシ

ョンとは正の有意な関連性が示され、またその関連性は

仕事の要求度や裁量度よりも大きかった。この結果より、

組織のコミュニケーションの良好さは、一般企業で働く

ホワイトカラーの well-being に重要であることが示唆さ

れた 17)。 
表 1. 参加的組織風土尺度の下位概念と内容 
（Sakakibara et al., 2014 17）より作成） 
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下位概念 当該概念の内容（項目数） 
良好なチームワーク チームメンバーが協力して問

題解決をしている（3 項目） 
組織への信頼 会社が労働者と建設的に話し

合う姿勢がある（3 項目） 
会社や仕事に関する

情報伝達 
仕事の全体像がわかるように

情報が共有されている（3 項

目） 
従業員の発言の重視 会社や労働者からの意見を吸

い上げようとしている（3 項

目） 
上司の適切なマネジ

メント 
上司は部下の話を聞き、フィー

ドバックしてくれる（4 項目） 
効果の高いミーティ

ング 
皆が議論に参加し、創造的な意

見が生み出される（4 項目） 
 
4．医療者における組織コミュニケーションと well-being
との関連性 
 次に、医療者を対象として、組織コミュニケーション

と well-being との関連性について検討した研究について

見てみる。Bronkhorst et al (2015)は、組織コミュニケーシ

ョンと医療者の精神健康との関連性を検討した研究につ

いて、システマティックレビューを行っている。それま

での多くの研究では、医療者の精神健康を規定する資源

は個人の業務レベル（裁量度、職務の明確さ、学習機会

等）に着目したものがほとんどだったが、この研究では、

職場・組織における社会的・人間関係（コミュニケーシ

ョン）の側面に着目したと述べている。コミュニケーシ

ョンに含まれる概念を、「上司のリーダーシップ・支援」、

「同僚の支援・同僚への信頼」、「組織全体のコミュニケ

ーション・意志決定プロセスへの参加」に分類し、これ

らすべてを含めた職場の社会的環境に対する認知を「組

織風土」と呼んでいる。レビュー対象は、2000 年から 2012
年に出版された英語の量的研究論文 21 本であり、その多

くが Karasek の JD-C モデルを用いていた。精神健康の指

標はバーンアウト、抑うつ、不安、心理的ストレスの 4
つである。本稿の冒頭でバーンアウトについて述べたの

で、ここでもバーンアウトに関する結果についてのみ紹

介する。上司のリーダーシップ・支援に関する論文は 18
本あり、その中でバーンアウトを有意な関連性を示した

ものが 12 本、有意でなかったものが 6 本であったと報

告している。同僚の支援・同僚への支援に関する論文は

13 本で、バーンアウトと有意な関連性があったものは 10
本、組織全体のコミュニケーション・意思決定プロセス

への参加に関する論文は 7 本と少なく、そのうちバーン

アウトと有意な関連性を示していたのは 2 本のみであっ

たと述べている。これについては、使用している変数や

測定方法が異なるため、一環した結果が得られてないと

                                                           
* 検索時のキーワードに「コミュニケーション」を用い

ると、看護師と患者とのコミュニケーションに関する論

文が 1000 件以上抽出されたため、医療者間のコミュニ

説明されている 18)。 
Dall’Ora et al(2020)は、看護師のバーンアウトの規定要

因に関する研究のシステマティックレビューを行ってい

る。対象は 1996 年から 2019 年に出版された 91 本の英

文論文で、このうちの 39 本が、職場の支援およびリーダ

ーシップとバーンアウトとの関連性を検討したものであ

った。職場の支援およびリーダーシップの具体的な内容

は、医師との人間関係（12 本）、上司・リーダーからの支

援（12 本）、リーダーシップスタイル（14 本）、チームワ

ーク・同僚による支援（15 本）であった 17)。出版年に

ついては、39 本中、1999 年以前が 3 本、2000 年から 2009
年が 11 本、2010 年から 2015 年が 11 本、2016 年から

2019 年が 14 本であった 19)。 
 医師のバーンアウトについては、DeChant et al (2018)が
組織に対する介入研究と、バーンアウト防止の効果に関

する研究のシステマティックレビューを行っている。対

象は、2007 年から 2018 年に出版された英文論文 50 本で

あり、このうちの 20 本は医師間のコミュニケーション改

善によるバーンアウト防止に関するものであった。これ

ら 20 本の論文の出版年は、2010 年から 2015 年が 5 本、

2016 年から 2018 年が 15 本であった 20)。 
 このように、欧米ではここ 20 年ほどの間に、医療者の

バーンアウトと組織のコミュニケーションの関連性が着

目され、研究が蓄積されてきた。 
日本の研究について、Cinii で「看護師」「職場風土」

（もしくは組織風土）*をキーワードに検索したところ、

58 本の論文が抽出され、そのうち看護師の well-being（ス

トレス、バーンアウト、離職意向など）との関係につい

て検討した研究は 16 本、いずれも 2004 年以降に出版さ

れたものであった。同様に「医師」「職場風土」（もしく

は組織風土）をキーワードに検索した結果、7 件が抽出

されたが、このうち医師の well-being に関するものは 0
件であった。このように、医療者を対象としたコミュニ

ケーションと well-being（特にバーンアウト）の関連につ

いて検討した研究は、日本では非常に少なく、このテー

マに関する研究の余地は極めて大きいと言えよう。 
 
5．医療者間のコミュニケーションの難しさ 
上述のように、医療者における組織コミュニケーショ

ンは、医療者自身の well-being にとって重要である。し

かし医療者間には、組織コミュニケーションを難しくす

る特有の要因が存在する。 
Tang et al (2013)は、医師と看護師との協働に関して

2002 年から 2012 年の 10 年間に出版された英文の研究論

文 17 本についてレビューを行っている。そして医師と看

護師との協働について、両者の認識の違いと、協働に影

響を与える要因について次のように報告している。 
医師と看護師とも協働の重要性は認識している。しか

ケーションを表す概念として、「組織風土」をキーワー

ドとした。 
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し医師は、看護師が指示通りに動けば協働できていると

考えているのに対し、看護師はそれだけではなく、自ら

裁量権を持ち、医療の提供について共同で意思決定をし

たいと望んでいる。また協働には相互の敬意と信頼に基

づいたコミュニケーションが必要であるが、医師が看護

師に対して怒りを表す、無礼で侮辱的な言動を取る、と

いったことがある場合、看護師は医師に対するコミュニ

ケーションがとりにくくなり、協働は一層難しくなる。  
そして、このような医師と看護師との違いの根源にある

のが、医師は看護師よりも権力がある、という伝統的な

価値観であり、それが両者のコミュニケーションを阻害

すると考察している 21)。 
日本でも同様のことが指摘されている。Morinaga et al 

(2008)は、コミュニケーションがとりやすい医師と取り

にくい医師とがあり、その違いが何から生じているのか

を明らかにするという問題意識のもと、看護師が医師へ

のコミュニケーションを躊躇する 2 つの要因を明らかに

している。一つは医師が看護師へのコミュニケーション

を進んで行わない態度、もう一つは医師の感情的な言動

である 22)。 
医療現場でのヒエラルキーの存在が、そこで働く他職

種間のコミュニケーションを難しくする大きな要因にな

っていることは、以前より指摘されてきた 23)。これを踏

まえ、医療者間のコミュニケーションを改善し、チーム

ワークを高めるための多職種連携教育が始まっている。  
多職種連携教育とは、「異なる教育背景を持つ保健関連

職種の学生・医療従事者が、健康増進・疾病予防・治療・

リハビリテーションなど業務を協調して提供できるよう

にするため、相互作用を重要目標として一定期間ともに

学ぶプロセス」24)である。そして多職種連携に必要とさ

れるコンピテンシーとして、「職種間コミュニケーション」

が開発されている。職種間コミュニケーションとは、「職

種背景が異なることに配慮し、互いに、互いについて、

互いから職種としての役割、知識、意見、価値観を伝え

合うことができる能力」である 24)。 
医療者間のコミュニケーションの改善に取り組む医療

機関は以前から見られたが、多職種連携教育として医学

教育に取り込まれるようになったことの意義はきわめて

大きい。多職種連携教育の直接的な目的は良い医療の提

供であるが、これは医療者自身の well-being にも寄与す

ることが、今後大いに期待できよう。 
 
6. 結語 

COVID-19 の拡大は、医療者の well-being に大きな影響

を与えている。国際労働機関（ILO）と WHO による医療

者を支援するための方針には、タイムリーな情報のアッ

プデートや質の高いコミュニケーションを行い、支援的

な職場環境を作ることの必要性が述べられている 25)。
日本赤十字社による COVID-19 に対応する職員のための

サポートガイドでも、職場全体での気遣い、声かけ、振

り返り、ソーシャルサポートを受けられる仕組みづくり

など、積極的にコミュニケーションを取り、支え合う環

境づくりについて具体的な方法を示している 26)。 
組織コミュニケーションは、平常時でも医療者の well-

being を支える重要な資源であることはもちろん、現時点

のような非常時においては、とりわけ重要である。今後、

医療者の well-being を支える資源としての組織コミュニ

ケーション研究のさらなる蓄積が望まれる。 
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